
款 4 項 1 目 3 事業 7

係名

39 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 回

② 人

③ ％

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00 1.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

12,119

0

8,900

8

0

12,11910,204

24年度
計画計画

99.198

98.0

3,0413,258

103.4

2,942

障害者基本法第3条、第4条

99.7

99.6

2,987

団体事業活動の参加者数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

103.0

活動参加者数対前年度比

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1154

9,256

実績（計画）÷前年度実績×100

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

障害者の団体活動を支援することにより、障害者の自立や
社会参加の機会を拡大する。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

杉並区心身障害者団体助成要綱

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

区内の障害者、一般区民、心身障害者団体

団体の事業開催回数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○心身障害者団体の運営や活動に係る経費の一部を助成
する。
○心身障害者の生涯学習事業に係る経費の一部を助成す
る。
○障害者と健常者の相互理解を促進する「ふれあい運動
会」を実施する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

90.0 98.4 90.3

算定式・指標
の説明等

計画
（目標値）

137 11597

22年度

実績実績

算定式・指標
の説明等

23年度

0

18,156

00

159,263 192,835

21,019

0

8,920 8,920

0

8

0

6

8,900

19,124

0

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者施策課担当部課名

障害者団体への助成 185

190

76.4

実績

3,032

114

23年度予算執行率％

109

区分

3,310指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2）

事業費 11,092

職員数 (常勤｜非常勤)

6

12,117

6

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

0.0

0

00

18,156

0 0

0.00.00.0 0.00.0

0

0

0

21,019

0 0

0

19,971

0

21,019

214,663

0

0

0

21,037

財
源

0

0

平成23年度の予算執行率が
76.4％だった主な理由は、東
日本大震災の影響により宿泊
訓練等交通経費の補助が当初
予定額を大きく下回ったためで
す。

8,900

8

0

0

182,774

0

0

0

0

受益者負担比率⑬÷⑪

145,774単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

都からの
補助金等

0

0

その他の
補助金等

197,155

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

受益者負担分

8,879
（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

19,971

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0
差引：一般
財源⑪-⑰

21,01919,12421,037

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

団体

回

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

障害者団体助成の活動経費の一部を助成することで、障害者の積極的な社会参加の機会を促進しています。構成員の高齢
化による会員数の減少などにより、活動内容・活動規模が縮小傾向にある助成団体もあります。各団体の事業計画・事業報
告・ヒアリング等により活動実態を把握・分析し、障害者団体助成の目的・内容・対象について再検討をする必要があります。

ふれあい運動会

ふれあい運動会は区民・団体・行政による実行委員会形式で実施しており、障害者の積極的な社会参
加や障害のある人もない人も自然に交流する地域社会づくりに寄与しています。参加人数も年々増加
し、障害者の地域社会への相互理解を推進しています。また、障害者団体活動助成により団体活動が
活性化しており、障害者福祉の向上にむけての協働推進の観点からも有効な事業です。一方、団体
構成員の高齢化等により活動形態の変化や会員数の減少等があり、補助内容について関係機関との
調整・検討を図る必要があります。

障害者の自立や社会参加の機会を促進する事業を継続するため、区からの団体助成について現状
維持を望む声が強いです。各事業には一般区民や学生が多く参加しています。福祉教育及びボラン
ティア育成の足がかりとしても成すところが大きい事業です。

1

心身障害者団体（助成団体）については、会員の高齢化が進み、活動人数の減少が予想される団体
がある一方、平成24年度から助成団体基準の会員数を引き下げたことにより、新規団体への助成が増
加する可能性があります。

8,406

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

850

185

15

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

心身障害者団体（助成団体）は、当初10団体から始まり、平成19年度からは16団体、平成22年度から
15団体、平成24年度からは16団体に対して運営活動経費の一部を助成しています。親子スポーツ教
室に対する助成は、平成20年度で終了しました。ふれあい運動会は昭和６１年に開始し、平成4年から
は一般区民を含めた実行委員会制度により実施しています。

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

心身障害者団体への運営経費の助成

心身障害者団体への運営経費の一部を助成することにより、障害者の積極的な社会参加の機会を作
ることができました。また、ふれあい運動会では、障害者と地域の人々との「相互のふれあい」と「相互の
理解」を促進し、地域社会における障害者の福祉向上を図ることにつなげました。

0

（1）主な取組み

その他（

規模

評価と課題

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

58 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 日

③ 人

④ 人

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.40 0.00 0.40 0.00 0.48 0.00 0.40 0.00 0.50 0.00 0.40 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

103,00093,99496,846

受益者負担比率⑬÷⑪

3,560

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0
差引：一般
財源⑪-⑰

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

95,093

479,940

0

0

0

0

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

受益者負担分

3,552

434,215単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

都からの
補助金等

0

財
源

95,093

0その他の
補助金等

5

0

0

0

0

431,165

0

0

0

3,568

103,187

452,551

0

0

0

96,846

0

0

0

103,187

0 0

0.0 0.00.0

0

0.0

99,62789,712

0.0

0

00

101,120

0 0

0.0

事業費 91,541

職員数 (常勤｜非常勤)

5

93,278

5

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

区分

2,487指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2） 5

97.0

5 6

実績

2,322

230

23年度予算執行率％

83.3

212

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者施策課担当部課名

地域デイサービス等事業運営助成 186

191

4,282

0

5

0

5

3,560

0

101,120

00

439,652 485,849

219 215218

22年度

実績実績

23年度

6

11,665 14,569

5 6

11,483

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

障害者（児）に対する創作活動・訓練を行う団体・法人

地域デイサービス通所者数（登録者数）

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○主に区内在住の障害者（児）を対象に地域デイサービス
事業を実施する１１団体に対し、運営費の一部を助成する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○障害者（児）の自立の促進及び障害児の放課後活動の場
を確保するため事業実施法人・団体に補助し、円滑な運営
を支援する。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1143

96,670

地域デイサービスに通所した障害者（児）の延
べ人数

81.9

2,340

地域デイサービス年間延べ開所日数

（代）地域デイサービス1日あたりの通所者平均

地域デイサービス開所日1日あたりの通所者の
平均人数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

11,614

（代）地域デイサービス年間延べ通所者数

14,180

算定式・指標
の説明等

24年度
計画計画

107.0214

杉並区心身障害者（児）地域デイサービス事業運営
費補助金交付要綱

98.72,568 2,416

計画
（目標値）

算定式・指標
の説明等

14,180

2,352

93,994

0

103,000

99,440

0

4,450

5

0

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

団体

）

特
記
事
項

規模

事務費

評価と課題

地域デイサービス事業運営等補助金

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

地域デイサービス事業運営等補助金として、11団体に補助しました。

7

（1）主な取組み

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

通所希望者の増加に伴い、平成9年度5団体、平成10年度7団体、平成12年度9団体と助成団体数が
増えています。平成14年度に2団体、平成15年度に1団体増加し、現在11団体となっています。平成19
年度から、高円寺北学童クラブを終了した重度重複障害児を受け入れている団体に補助金の重度加
算をしています。

その他（

96,663

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号 186

11

今後の予測

主に区内在住の障害者（児）を対象とした放課後支援等の地域デイサービス事業を実施する11団体に
対し、運営費の一部を助成しています。利用実績は年々緩やかに減少していますが、放課後支援の需
要は高く、障害の重度化の傾向も見られることから、障害児及びその保護者の生活を支える重要な事
業であると評価します。平成24年4月に施行された「児童発達支援事業」や「放課後等デイサービス事
業」にあわせ、再検討が必要です。

主に中高校生の放課後支援の場が少なく、当事業を含め充実を求める声があります。

学童クラブを終了した中高校生の放課後対策が求められており、今後も保護者の就労により利用者が
増加するものと予測されます。

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

地域デイサービス事業は、心身障害者（児）を対象とした創作活動・機能訓練等を行う団体に補助することで、障害者（児）の
自立の促進と障害児の放課後活動の場を確保するという大きな役割を担ってきました。団体により活動内容や実施方法等が
異なること、法内の他事業に比べ利用者負担が高額になるケースもあることなど、これまでもこの事業に対する課題は指摘され
てきました。平成23年度からは、1ランク上の補助ランクを設け、受け入れ人数の多い団体の負担を軽減しました。しかし、団体
の自主的な活動に対して助成するという現行の仕組みは、団体間の活動内容の差や利用者負担、受け入れ人数による一律
的な補助など、限界が近づいているとも感じられます。
平成24年4月から児童福祉法に基づく「児童発達支援事業」や「放課後等デイサービス事業」が施行されたことに伴い、日帰り
ショートステイ事業等類似の事業も含め、障害児の放課後対策を目的とした事業の再編成を行う必要があります。
「総合計画」や「実行計画」に盛り込まれた「放課後等デイサービス」等への移行も含め、今後障害児の放課後対策を再検討し
ていきます。

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 所

③ 人

④ 所

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 1.84 0.00 1.65 0.00 1.25 0.00 1.25 0.00 1.25 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

2

97,535

0

0

11,125

0

24年度
計画計画

104.975

障害者基本法第16条の3

100.04 4

計画
（目標値）

算定式・指標
の説明等

99.0

助成団体数

前年度に対する工賃アップ作業所数

移行施設を含む

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

6,055

年間延べ通所者数

6,117

算定式・指標
の説明等

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

2275

40,034

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

小規模作業所等が自立支援法の法内の事業に移行するま
での間、心身障害者通所訓練・授産事業の経費の一部を助
成することにより、心身障害者の福祉の向上を図る。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者生活支援課

活動指標名（式）

対象

杉並区心身障害者通所訓練・授産事業実施要綱

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

　原則として、都内に居住する一般就労が困難な在宅の心
身障害者に対し、通所の場を設け、必要な訓練・授産指導
を行う団体。

通所者数(登録者）

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○杉並区心身障害者通所訓練・授産事業実施団体に対し、
年2回通所者の利用状況等による交付基準に従い、指導員
人件費等事業の運営に必要な経費の一部を助成する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

20

28,485 11,832

19 20

12,477

146 4172

22年度

実績実績

23年度

51,159

0

1,189,744 0

11,150

0

12

0

630

11,125

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者生活支援課担当部課名

障害者通所訓練・授産事業等 187

192

98.2

0

実績

2

43

23年度予算執行率％

0.0

区分

9指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2） 15

事業費 192,348

職員数 (常勤｜非常勤)

642

98,875

473

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

40,77286,385

0.0

0

0

51,159

0

0.00.0

51,897

15,000 15,000

0.0 0.00.0

15,000

51,897

1,514,573

0

15,000

0

113,593

0

0

0

0

0

0

0

0

1,354,653

0

0

0

14,718

都からの
補助金等

15,000

財
源

193,685

0その他の
補助金等

0

0

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

受益者負担分

16,337

1,429,349単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

208,685

1,265,780

15,000

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0
差引：一般
財源⑪-⑰

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

082,53598,593

受益者負担比率⑬÷⑪

仕事ねっとに関する経費助成
は平成23年度より事業変更し
ました。

0

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

所

人

所

所

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

平成２４年４月１日をもってすべての作業所が法内へ移行完了したため、本事業は廃止とします。

授産事業通所者交通費及び給食費

本事業は、小規模作業所の安定的運営を図ることにより、障害者が安心して通所し、工賃を得るため
の環境づくりに一定の役割を果たしてきました。平成24年4月、本事業の対象となってきた小規模作業
所の新体系への移行が完了となりました。今後は、新体系内で各作業所が、より自立して活動するた
めに「障害者通所施設支援」事業として支援していく必要があります。

障害者自立支援法の施行後当初は、新体系移行後の利用料に対する要望や苦情が目立ちました
が、移行支援策が定着してきた22、23年度は、特に苦情等ありませんでした。

333

36,453

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

3,581

187

2

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

小規模作業所は徐々に増加してきましたが、平成18年度をピークに16所となりました。19年度に１所廃
止と2所合併により新体系への移行がありました。21年2月に4所が1所として合併し新体系に移行し、21
年4月時点で小規模作業所は9所、22年4月1日に5所が新体系移行し、22年度は4所、23年4月1日に2
所移行し、23年度は2所が24年4月移行に向け、準備を進めてきました。

その他（

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

障害者自立支援法に基づく施設に移行していない小規模作業所に対して運営費の一部を助成するこ
とにより、安定的な運営を図り、新体系への移行準備を支援してきました。

0

（1）主な取組み

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容 規模

評価と課題

訓練・授産事業運営助成

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更



款 4 項 1 目 3 事業 10

係名

19 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 所

② 所

③ 人

④ 人

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.67 0.00 0.65 0.00 0.65 0.00 0.65 0.00 0.70 0.00 0.70 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

213,901
差引：一般
財源⑪-⑰

184,019106,358110,038

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

94,448

受益者負担分

5,949
（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

155,715

0

受益者負担比率⑬÷⑪

38,928,750単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

都からの
補助金等

0

0

その他の
補助金等

・24年度事務事業名「障害者
通所施設支援事業」

・24年4月に新体系に移行完了
6,230

5

0

63,816

63,488,500

0

0

0

49,319,750

380,931

51,121,500

232,632

0

232,632

204,486

財
源

90,921

0

0

0

148,299

63,816 90,921

0

91,899

0

0.0 0.00.0

94,448

0.0 0.0

268,777

00

142,680

213,901 268,777

0.0

事業費 149,766

職員数 (常勤｜非常勤)

5

198,688

0

0（内）投資的経費等

（内）委託費

区分

16指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2） 270

93.4

799 872

実績

25

5

23年度予算執行率％

127.4

6

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者生活支援課担当部課名

障害者施設移行支援 188

193

0

0

0

5,798 5,798

0

5

0

0

5,785

0

356,581

00

71,316,200 75,466,000

算定式・指標
の説明等

計画
（目標値）

4 64

22年度

実績実績

算定式・指標
の説明等

23年度

367

46 61

567 627

49

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

障害者自立支援法に基づき訓練等給付に移行した団体及
びその施設に通所する個人

送迎サービス対象施設数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○障害者自立支援法に基づき訓練等給付に移行した団体
に対し、施設の安定化や施設を借り上げるときなどに必要な
経費を助成する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

障害者自立支援法に基づき訓練等給付に移行した団体に
対し、必要な経費を助成することにより、移行後の施設の安
定した経営と通所者の負担軽減を図る。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者生活支援課

活動指標名（式）

対象

杉並区障害者自立支援法移行促進事業補助金交
付要綱

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

2275

350,351

障害者自立支援法

100.0

100.0

29

新体系移行施設数（小規模作業所、精神共同作業所）

新体系移行施設通所者数

小規模作業所、精神共同作業所

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

60

送迎サービス利用施設通所者数

24年度
計画計画

83.34

60

2522

60

22

197,279

0

452,796

446,566

0

6,230

18

0

375,146191,481

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

所

所

所

所

）

特
記
事
項

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

小規模作業所等から新体系へ平成20年度末までに14所、平成21年度に2所、平成22年度に6所、平
成23年度に3所が移行しました。移行した施設に運営費等の助成を行い、円滑な運営が行われていま
す。

0

14 93,564

（1）主な取組み

その他（

規模

評価と課題

通所サービス利用促進事業

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

事業開始当初から
現在までの変化

37,089

（2）事業実績

通所サービス事業については、平成20年度以降は車両購入費を除いた人件費等の運営費の助成で
す。新体系への移行については、平成20年度末時点で小規模作業所等は14所が移行しました。平成
21年度に2所、平成22年度途中に1所、平成23年度に3所が移行しました。平成23年度末をもって、新
体系への移行が完了しました。

21

訓練等給付施設借上費助成等

12,407

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

207,291

188

5

今後の予測

日中活動系サービス推進事業

障害者自立支援法が平成18年に施行されてから、旧法施設、小規模作業所等の新体系への移行、特
に就労継続Ｂ型事業への移行は、23年度においても進みました。区の移行促進の取り組みが実を結
んだ形となりました。

新体系の移行への関心と、自立支援法の抜本的見直しに関して、保護者から多くの意見が寄せられま
した。

21

新体系への移行が完了しましたが、施設の安定した運営には多少の時間がかかると思われます。

訓練等給付交通費等助成

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

　この事業は、①事業者の家賃補助等を行う「訓練等給付施設整備費助成」事業、②利用者の交通費や給食費を助成する
「訓練等給付交通費及び給食費助成」事業、③利用者の送迎支援を行う「送迎支援事業」、④運営経費を補助する「通所施
設サービス推進事業」事業等から成っております。
　この中で、自立支援法の新体系移行に直接かかわる補助金は23年度から都から区に事務が移行し、実施しているもので
す。なお、この事務移管に伴い、これまで都で支給していた旧法施設についても区で扱うこととなり、予算規模は大幅に増加
しました。
　いずれの補助金も、各施設の安定した運営を支援するため、引き続き適正な支給事務に努めていく必要があります。

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

59 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 所

③ 人

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.30 0.00 0.30 0.00 0.30 0.00 0.30 0.00 0.30 0.00 0.30 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

2

4

33,205

0

18,428

15,758

0

2,670

15,758

0

24年度
計画計画

100.012

障害者基本法第17条

100.04 4

計画
（目標値）

算定式・指標
の説明等

300.0

2

グループホーム数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

6

（代）退所者数

2

算定式・指標
の説明等

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1144

28,035

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

区内に居住し、通所施設等へ通っている知的障害者の地域
社会における自立生活を助長するため、生活訓練の場を提
供し、日常生活での支援を行う。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

杉並区知的障害者区型グループホーム運営要綱

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

区内に一年以上住所を有する15歳以上の知的障害者で、
授産施設等に通所している方、又は3ヵ月以内に通所を開
始する方

利用者数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○区内に1年以上住所を有する15歳以上の知的障害者で、
日中活動施設等に通所している方の地域社会における自立
生活を助長するために、生活訓練、日常生活における援護
及び指導を行う杉並区知的障害者区型グループホームを設
置し、運営を社会福祉法人に委託する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

2 2 2

12 1212

22年度

実績実績

23年度

0

30,705

00

2,558,750 3,071,333

2,676

0

30,592

0

30,519

2,670

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者施策課担当部課名

知的障害者グループホーム（訓練型） 189

194

91.6

実績

4

12

23年度予算執行率％

6

区分

4指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2）

事業費 31,075

職員数 (常勤｜非常勤)

31,096

31,106

31,067

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

30,60230,529

0.0

0

00

30,705

0 0

0.00.0

33,272

0 0

0.0 0.00.0

0

33,272

2,815,167

0

0

0

33,782

0

0

0

28,025

0

0

0

0

2,767,083

0

0

0

2,676

都からの
補助金等

0

財
源

33,739

0その他の
補助金等

0

0

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

受益者負担分

2,664

2,811,583単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

33,739

2,772,667

0

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0
差引：一般
財源⑪-⑰

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

18,42833,20533,782

受益者負担比率⑬÷⑪

2,670

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

所

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

平成21年4月から障害者自立支援法に基づくグループホームでの体験利用が可能となりました。利用期限についても、当事
業では原則3年間としていますが、各利用者の意向を反映した短期間の利用もできます。また、すだちの里すぎなみにおいて
も、当事業と同様に、地域での自立に向けた生活訓練を実施しています。当事業の担う役割も大きく変化してきています。運
営法人と見直しに向けた協議を行い、茜寮は平成23年10月、高田寮は平成24年3月をもって廃止しました。せいび寮及び第
二せいび寮については、平成25年度末に廃止し、障害者自立支援法に基づくグループホームへの移行を予定しています。

知的障害者がグループホームでの生活を体験し、生活訓練を受けることにより、地域で自立した生活
をすることを目的として実施しています。訓練の成果として、これまで多くの利用者がグループホーム利
用後に地域で自立した生活を行っており、当事業の効果は評価できます。平成21年度から障害者自
立支援法に基づくグループホームにおいても体験利用が可能となったことより、当事業について見直し
の必要性があります。

グループホームの利用期間は原則3年間としていますが、短期間の利用または３年を超える利用につ
いての要望があります。

当事業により、グループホームでの生活を体験し、生活訓練を受けることにより、自立した生活をするこ
とを目的として実施しております。平成21年度より、障害者自立支援法に基づくグループホームにおい
ても体験利用の制度が開始され、利用実績もあります。

28,023

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号 189

4

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

利用希望者の増加にあわせ、昭和59年4月（高田寮）、昭和61年4月（茜寮）、平成元年4月（せいび
寮）、平成3年1月（第2せいび寮）、平成4年11月（清明寮）と、設置数を増やしてきましたが、平成21年1
月に清明寮が廃寮となり、現在４所となっています。

その他（

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

高田寮、茜寮（23年10月まで）、せいび寮、第二せいび寮の４つのグループホームの運営を委託しまし
た。

12

（1）主な取組み

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容 規模

管理事務費

評価と課題

運営委託

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

17 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 所

③ 人

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.20 0.00 0.30 0.00 0.30 0.00 0.30 0.00 0.00 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

1

17,314

0

0

0

0

24年度
計画計画

0.04

障害者基本法第17条

0.01 1

計画
（目標値）

算定式・指標
の説明等

0.0

グループホーム数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

（代）退所者数

2

算定式・指標
の説明等

特記事項

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1144

0

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

社会福祉法人等に運営費を助成することにより、重度身体
障害者の生活の場を確保するとともに、日常生活の援助を
行う。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

杉並区重度身体障害者グループホーム事業費補助
金交付要綱

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

重度身体障害者の日常生活を援助し、地域社会における自
立を促進するためのグループホームを運営する団体

利用者数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○重度身体障害者が自立した生活をするための訓練の場で
ある重度身体障害者グループホームを、民間住宅等を活用
して設置・運営する社会福祉法人等に運営費を助成する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

2 2 0

2 42

22年度

実績実績

23年度

0

0

2,676

0

00

2,670

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者施策課担当部課名

重度身体障害者グループホーム運営助成 190

195

実績

23年度予算執行率％

区分

1指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2）

事業費 14,638

職員数 (常勤｜非常勤)

0

14,638

0

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

014,638

0

0

0

0

0.0

2,670

0 0

0.0 0.00.0

0

2,670

4,328,500

0

0

0

17,314

0

0

0

0

0

0

0

0

8,657,000

0

0

0

2,676

都からの
補助金等

0

財
源

16,414

0その他の
補助金等

0

0

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

受益者負担分

1,776

8,207,000単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

16,414

667,500

0

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0
差引：一般
財源⑪-⑰

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

017,31417,314

受益者負担比率⑬÷⑪

当事業は、平成22年度をもっ
て廃止いたしました。

0

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

障害者自立支援法に基づくグループホームとしての運営に移行した後についても、より充実したサービス提供を行うことがで
きるよう、運営法人に対し必要な助言等を行っていきます。

平成18年3月の開設後、重度の身体障害者の方が延べ6名ご利用し、地域での自立した生活を支援
する場として一定の成果をあげることができました。

入居期間3年の通過型のグループホームですが、期間を区切らないで継続して利用できるようにとの声
が開設当初からありました。

平成23年度より、区独自の運営助成による事業から障害者自立支援法に基づくグループホームへ移
行しました。よって、当事業は平成22年度をもって廃止しました。

0

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号 190

実績なし

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

平成18年4月から入居を開始しました。開設当初に入居した利用者については、訓練の成果により地
域移行を実現した方もいます。地域移行が実現できるように、グループホーム入居者への支援のあり
方について、利用者・運営法人・区で評価・検討を行ってまりました。平成21年10月から、障害者自立
支援法に基づくグループホームにおいても、これまで利用できなかった身体障害者の利用が可能とな
りました。

その他（

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

平成23年度の事業実績はございません。

0

（1）主な取組み

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容 規模

評価と課題

運営助成

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

9 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 所

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.20 0.00 0.20 0.00 0.20 0.00 0.20 0.00 0.20 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

2

4,952

0

0

1,780

0

24年度
計画計画

100.08

障害者基本法第17条

100.02 2

計画
（目標値）

算定式・指標
の説明等

ホーム数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

算定式・指標
の説明等

特記事項

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1144

3,168

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○社会福祉法人等に運営費を助成することにより、知的障
害者の生活の場を確保するとともに、日常生活の援助を支
援する。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

杉並区知的障害者生活ホーム運営費補助金交付要
綱

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

杉並区知的障害者生活ホーム設置運営基準に沿った生活
ホームを運営する社会福祉法人等

利用者数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○知的障害者が共同で自立した生活をするための知的障
害者生活ホームを、民間住宅等を活用して設置・運営する
社会福祉法人等に対し、運営費の一部を助成する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

8 88

22年度

実績実績

23年度

4,948

618,500

1,784

0

00

1,780

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者施策課担当部課名

知的障害者生活ホーム 191

196

100.0

実績

2

8

23年度予算執行率％

区分

2指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2）

事業費 3,168

職員数 (常勤｜非常勤)

0

3,168

0

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

3,1683,168

0

4,948

0.00.0

4,948

0 0

0.0 0.00.0

0

4,948

619,000

0

0

4,952

0

0

0

0

0

0

619,000

0

1,784

都からの
補助金等

0

財
源

4,944

0その他の
補助金等

0

0

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

0

受益者負担分

1,776

618,000単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

4,944

618,500

0

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0
差引：一般
財源⑪-⑰

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

04,9524,952

受益者負担比率⑬÷⑪

平成23年度をもって、当事業
は廃止となりました。

0

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

人

人

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

当事業助成制度は、新たに創設された家賃助成制度の創設や他のグループホームにおける利用者の経済的負担を踏まえ、
運営法人と協議の上、平成23年度をもって廃止しました。

第二生活ホーム（ハウス和田2階）

福祉的就労者等の比較的収入が少ない利用者についても、利用における経済的負担の軽減を図るこ
とができています。
平成23年10月より新たな家賃助成制度等が創設され、当事業の見直しが必要です。

生活ホームは運営法人に当助成を行っているため、他のグループホームに比べて利用者の経済的負
担が少なく、比較的収入の少ない福祉的就労者が利用しております。

4

「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間におい
て障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」（平成23年10月施行）にお
いて、家賃助成制度が新たに創設され、また杉並区障害者グループホーム等支援事業実施要綱に基
づく家賃助成においても助成額を拡充したことに伴い、利用者の経済的負担の軽減になります。

1,584

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

1,584

191

4

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

生活ホームは平成9年10月に定員4人で開設し、その後平成10年10月に6人、平成11年４月に8人と増
員してきました。平成13年10月に国のグループホームの指定を受け国庫補助の対象施設となりまし
た。
現在、障害者自立支援法に基づくグループホームとなっていますが、さらに、区で運営費の一部を助
成しています。

その他（

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

ハウス和田1階・2階に、運営費の助成を行いました。

0

（1）主な取組み

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容 規模

評価と課題

第一生活ホーム（ハウス和田1階）

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

10 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 件

③ ％

④ 人

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.39 0.00 0.35 0.00 0.35 0.00 0.35 0.00 0.60 0.00 0.60 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

70.0

1,100

78,763

0

73,719

68,379

0

5,340

54,245

81.4900 1,070

計画
（目標値）

24年度
計画計画

103.690 120

92.9

1,100

職場定着支援訪問件数

離職者数

当該年度の就職者のうち

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

65.0

就職者の割合

70.0

算定式・指標
の説明等

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

2274

72,874

事業団からの就職者数÷支援対象者×100

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者生活支援課

活動指標名（式）

対象

障害者の雇用促進に関す法律

杉並区特例財団法人に対する助成に関する条例

事
務
事
業
の
概
要

既定事業

財団法人障害者雇用支援事業団が、その設立目標である
障害者の雇用支援に関する事業を活発に行なうことができる
よう、財団運営の安定に資する。

5

58.5

5

55.0 70.0

算定式・指標
の説明等

予算事業区分

財団法人杉並区障害者雇用支援事業団

雇用支援対象者数（雇用支援センター職業準備訓練生
＋新規登録者）⇒就労継続移行事業に変更

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○財団法人杉並区障害者雇用支援事業団に対して、必要
な経費を助成する。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

7

79 110106

22年度

実績実績

23年度

0

78,214

00

686,088 614,325

0

3,122 3,122

0

0

0

0

3,115

0

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者生活支援課担当部課名

財団法人　杉並区障害者雇用支援事業団 192

197

85.2

10 5

実績

895

114

23年度予算執行率％

200.0

区分

904指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2） 6

事業費 104,071

職員数 (常勤｜非常勤)

0

90,872

0

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

85,50475,641

0.0

1,511

00

74,910

3,304 1,511

0.0

0

0

0

901 907

0.0 0.00.0

0

0.0

0

743,047

88,619

1,044,378

547

0

547

93,994

907

106,633

0その他の
補助金等

5,340

0

0

901

0受益者負担分

3,463

0

受益者負担比率⑬÷⑪

1,361,190単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

都からの
補助金等

0

財
源

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

107,534

（内）非常勤
職員分

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

3,304
差引：一般
財源⑪-⑰

0

72,20877,85693,994 88,072

805,627

0

0

0

0

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

）

特
記
事
項

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

○平成25年度に向けて公益法人制度改革により新たな公益財団法人の認可に向けて準備を進めています。公平性、効率
性、健全性に向けて体制等を整え、自立的な法人を目指す必要があります。
○今後、増えていく就労者への定着支援を進めていく仕組みづくりが必要です。そのためには地域の施設や相談支援事業
所などと連携し生活支援や余暇支援なども含め、トータルに支援することが求められます。
○今後相談が増えていくと思われる、発達障害者への就労支援のスキルをあげるような研修の機会などが必要です。

今後の予測

区における障害者雇用の中核的な機関として、その役割を果たし、課題であった精神障害者の就労に
ついても実績が上がっています。雇用支援ネットワークの運営を主体的に行い、様々な取り組みを通し
て通所施設等の支援力のアップに努めましたが、施設関係からの就労者の増は見込めませんでした。
また、就職者の増加に伴って、職場定着や定着後の生活支援が課題となっています。就労先の企業
への相談支援や本人への定着支援、地域の相談支援事業所などとの連携を深め、安心して働き続け
られる環境を整えることが求められます。

障害者自身または保護者及び施設職員などの就職に対する不安解消への対応や、障害者を雇用す
る側の企業に対する支援も含め、雇用から定着までの一環した支援の充実が期待されています。精神
障害者や発達障害者の就労支援についての相談の中では、個々のスキルアップの機会や、多様な働
き方ができるような企業開拓などの要望がありました。

平成25年4月から企業に義務付ける障害者雇用率が現在の1.8％から2.0％に引き上げられることにな
りました。地方公共団体も2.3％に引き上げられることになっています。また、障害者雇用率が義務付け
られる企業の規模も従業員56人以上から50人以上に広げられます。
以上の変化を受けて、障害者雇用率の未達成の企業も増えることが予想されるために、今後の障害者
の雇用がさらに促進することが予想されます。
また、精神障害、発達障害分野での就労希望の増加が見込まれます。

その他（

72,874

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号 192平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

運営費助成

雇用支援事業団からの就職者の数は、ハローワーク等との連携の結果、厳しい雇用情勢にもかかわら
ず、19％増と大きく伸ばすことができました。雇用支援センターから就労移行支援事業への移行に向
けて準備を進めました。
雇用支援ネットワークや就労関連の施設へのバックアップ、チャレンジ雇用の調査などを通して区内の
就労全体の支援を行いました。

0

（1）主な取組み

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

平成18年4月から障害者自立支援法が施行されたことにより、障害者の地域での自立した生活の実現
に向けた就労支援体制の強化充実が期待されています。法定雇用率が高まったことや国の障害者雇
用施策の強化により障害者雇用に対する企業意識が高まっています。しかし、不況による社会全体の
雇用情勢の悪化などから障害者の雇用は厳しいものとなっています。平成24年に障害者雇用促進法
の改正により、雇用支援センターから、法内の就労継続移行支援事業に移行しました。

評価と課題

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容 規模

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

14 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 回

③

④

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.20 0.00 0.20 0.00 0.20 0.00 0.20 0.00 0.30 0.00 0.20 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

2,500
差引：一般
財源⑪-⑰

4,8104,412

（内）投資的経費等

受益者負担分

（内）委託費

財
源

4,476

0その他の
補助金等

0

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

6,956

0

89,885単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

1,776
（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

国からの
補助金等

都からの
補助金等

189,167

0

2,500

6,912

2,500

0

82,286

7,011

0

0

2,535

0

2,535

0

2,500

00

0.0

0

2,500

4,456

6,810

82,810

2,500

0

2,500

4,310

受益者負担比率⑬÷⑪ 0.00.0 0.0

5,0305,128

0.0

2,000

00

3,908

2,500 2,000

0.0

0

0

210 0

0 0

活動指標（1）

1,784

成果指標（2）

事業費 5,235

職員数 (常勤｜非常勤)

44

0

5,172 74.3

実績

24

24

23年度予算執行率％

66.7

保健福祉部障害者施策課

実績

算定式・指標
の説明等

担当部課名

障害者自立宿泊訓練事業 193

198

区分 単位
21年度

5,030

36

0

1,784

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

管理係
昨年度

整理番号

事務事業名

0

6,408

00

267,000 141,875

8478

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

84

23年度

指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○重度の心身障害者が地域の中で自立する力を身につけ
る場を確保することにより、障害者の自立支援の充実を図
る。

障害者自立宿泊訓練事業を実施する障害者団体

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

延べ利用者数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1142

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

特記事項

0

0 0

2,670 1,780

0

0

48

訓練実施回数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

48

計画

66.784

杉並区心身障害者自立宿泊訓練事業補助金要綱

○重度心身障害者が地域の中で安定した生活が送れるよ
う、宿泊しながら自立生活の体験や訓練を行う。
○この事業を実施する障害者団体に対し、事業運営費の一
部を助成する。平成23年度から高井戸市民センター改修の
ため、活動場所が変更となった。

算定式・指標
の説明等

計画
（目標値）

78 36

0

6,810

24年度
計画実績

0

1,780

3,738

84

22年度

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

平成



単位

団体

）

特
記
事
項

内　　　容

障害者自立宿泊訓練事業に従事する介助者の人件費、事業費、管理費として、補助金を執行してい
ます。また、平成23年度からは、活動場所の家賃が必要となったため、この費用についても補助金を執
行しました。

30

（1）主な取組み

その他（

規模

評価と課題

事業費（千円）

193

1

整理番号平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

今後の予測

グループホームの体験利用やショートステイなど、他施策の活用を含めた検討が必要となります。

事業開始当初から
現在までの変化

（2）事業実績

平成14年10月事業開始。高井戸市民センターの改修に伴い、平成23年度からは活動場所が変更とな
りました。事業の内容については、これまでも大きな変化はなく、現在に至っています。

運営事務費ほか

運営助成

この事業では、各利用者の状況にあわせて作成した個別プログラムに基づき、重度身体障害者が介
助者と共に宿泊体験や日中活動を行っています。地域での自立した生活へ向けてのステップとして一
定の成果をあげていると評価できます。しかし、新たな家賃負担の経費増加や事業実施場所の変更に
より施設利用率の伸びが思わしくないことから、当事業を単独で継続していくことは困難です。グルー
プホームなど他施設での日中訓練事業への移行を行うなど、事業の実施方法について見直しを図る
必要があります。

自宅からグループホーム等への移行を円滑に行うために、自立訓練を継続して欲しい要望がありま
す。

3,708

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

地域社会で自立した生活を行うことができるよう宿泊訓練や日中活動を行う事業は必要不可欠です。しかし施設の利用状況
や安全性などの環境面から現状での事業継続には新たな費用負担などの問題が生じる可能性があります。新たなグループ
ホームやショートステイの開設の中で当事業の一部を実施するなど実施方法を見直していきます。

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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係名

49 年度

(1)

(2)

(1)

(2)

① 人

② 世帯

③ 回

④ 回

⑤ 千円

⑥ 千円

⑦ 千円

⑧ 人 0.43 0.00 0.43 0.00 0.43 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00 0.40 0.00

⑨ 千円

⑩ 千円

⑪ 千円

⑫ 円

⑬ 千円

⑭ 千円

⑮ 千円

⑯ 千円

⑰ 千円

⑱ 千円

％

4,2983,5014,090

受益者負担比率⑬÷⑪

3,560

特定財源計
⑬+⑭+⑮+⑯

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

30,595
差引：一般
財源⑪-⑰

（内）非常勤
職員分

総事業費⑤+⑨+⑩

人
件
費

40,745

939,800

1,014

34

0

148

（内）常勤職員
分(超勤分含)

0

40,030

受益者負担分

3,818

1,072,237単位あたりコスト
(⑪-⑥)÷①

国からの
補助金等

都からの
補助金等

1,169

財
源

3,818

0その他の
補助金等

934

0

35,682

76

0

1,075,056

123

0

585

3,836

37,592

1,073,762

38,748

830

38,065

45,098

34,153

560

0

▲ 1,156

36,927 35,201

0.3 0.30.2

41,008

0.1

34,03234,866

0.0

35,885

00

3,925

30,010 35,262

0.0

事業費 36,927

職員数 (常勤｜非常勤)

1,940

41,262

1,311

0（内）投資的経費等

（内）委託費

0

区分

6指
標 成果指標（1）

活動指標（2）

単位
21年度

活動指標（1）

成果指標（2） 431

91.0

331 520

実績

3

32

23年度予算執行率％

57.9

37

平成24年度　杉並区事務事業評価表
整理番号

障害者福祉係
昨年度

整理番号

事務事業名

保健福祉部障害者施策課担当部課名

障害者等ホームヘルプサービス 194

199

3,836

0

1,685

0

1,001

3,560

622

34,520

10

1,078,750 1,086,027

38 4036

22年度

実績実績

23年度

676

5,400 6,048

332 572

5,140

事
務
事
業
の
概
要

既定事業予算事業区分

在宅の20歳以上の重度脳性麻痺による身体障害者手帳1級所持者、重度心身障害者で家庭で日常
介護を受けている方、または一人暮らしの方、難病患者で介護保険・自立支援法の対象とならない方
で、家事・介護が必要な方

重度脳性麻痺者介護事業　年度末登録者数

成果指標名（2)

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

○重度脳性麻痺者を介護している家族へ手当を支給する。
○介護者が一時的な理由で介護できない時、選定介護人を
派遣する。
○難病患者等の援助内容を保健センターで計画し、福祉事
務所でヘルパーの派遣を決定する。委託した民間事業者の
ヘルパーが家事援助、身体介護を行う。

成果指標　　　　　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

根拠
法令
等

事業開始

事業の目的・目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

○他者との交流が難しい重度脳性麻痺者が、家族の援助をもって生活圏の拡大
を図る。
○日常生活を営むことが困難になった場合に本人が選んだ選定介護人または民
間事業者からヘルパーを派遣することにより障害者等の日常生活を支える。
○難病患者等の家庭にホームヘルパーを派遣し、日常生活を営むのに必要な
サービスを提供する。

（平成23年度担当部課名） 保健福祉部障害者施策課

活動指標名（式）

対象

杉並区重度心身障害者等ホームヘルパー特別派遣
事業運営要綱

特記事項

0

0

連絡先
電話番号

成果指標名（1)

1146

30,960

79.0

4

難病患者等ホームヘルプサービス派遣世帯数

(代）難病患者等ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟｻｰﾋﾞｽ　延べ派遣回
数

計画（目標値）に
対する23年度の

達成率　％

4,548

(代）重度脳性麻痺者介護事業　延べ介護回数

5,760

算定式・指標
の説明等

24年度
計画計画

80.042

杉並区重度脳性麻痺者介護事業運営要綱

75.08 3

計画
（目標値）

算定式・指標
の説明等

5,328

4

38,702

0

40,183

36,623

0

3,560

1,528

0

主要事業

個人 世帯 団体 その他 内部管理

昭和



単位

回

世帯

人

）

特
記
事
項

規模

事務費ほか

評価と課題

重度脳性麻痺者介護事業　介護人謝礼

事業費（千円）

2
3
年
度
の
事
業
実
施
状
況

内　　　容

重度脳性麻痺者介護事業は、自立支援サービス、介護保険サービスを利用していない重度障害者介
護人に報償をお支払いすることで、障害者・介護者双方の福祉に貢献しています。
難病患者等ホームヘルプサービスの対象者は、少ない上、受給者の身体状況の変化により利用回数
は変動します。23年度は利用者の状況が改善され、単価の高い「身体介護」の利用回数が減少したた
め、事業費が減少しました。

48

（1）主な取組み

平成24年度　杉並区事務事業評価表　　　　　　　

事業開始当初から
現在までの変化

183

（2）事業実績

脳性麻痺者介護事業は、平成15年度から、支援費の支給決定者を対象外としたため、登録者数は減
となりました。平成18年4月の障害者自立支援法施行後、新規申請はほとんどありません。
ホームヘルパー特別派遣は、制度開始時は家政婦派遣のみで実施していましたが、昭和55年度から
本人推薦の選定介護人制度を導入しました。平成15年度に家政婦派遣を支援費制度に移行するとと
もに年間の利用限度日数を20日としました。

3

その他（

29,834

事業に対する住民の
意見
（事業に対する期待・
要望・苦情など)

事
業
環
境
の
変
化

整理番号

895

194

4,548

今後の予測

難病患者等ホームヘルパー派遣

障害者・介護人の高齢化に伴い自立支援サービスの受給や施設入所を希望する方が増えているの
で、重度脳性麻痺者介護事業は、受給資格の有無の判定を適正に行う必要があります。
難病患者等ホームヘルプサービスは、利用実績は少ないですが、障害者自立支援法や介護保険法
によるサービスが利用できない方に必要なサービスであり、難病患者の生活を支える重要な制度と評
価しています。

ホームヘルパー特別派遣では、派遣事由の基準を明確にして欲しいとの要望があります。
難病患者等ホームヘルプサービスでは、障害者自立支援サービスや介護保険サービスが利用できな
い方に必要なサービスなので今後も継続して欲しいと望まれています。

3

重度脳性麻痺者介護事業は、自立支援サービスの利用開始等に伴い23年度は4名が資格喪失、新
規認定はゼロで、受給者は今後も減少していくと予想されます。
難病患者等ホームヘルプサービスの対象者は限定されていて規模が小さいため、今後も現状維持
等、大きな変化は見られないと予想されます。

重度心身障害者等ホームヘルプ特別派遣　選定介護人謝礼

改
善
・
見
直
し
の
方
向

(

中
長
期

）

今後の方向性
（見直しの視点）

Ⅰ　事業の方向性

Ⅱ　事業の改善

平成25年8月を目途に検討されている「障害者総合福祉法（仮称）」の施行など、障害者福祉施策には大きな変化が予想され
ます。新法では難病患者も障害者と位置づけられる見込みのなので、新法によるサービス提供が行われるようになれば、難病
患者等ホームヘルプサービス事業については、見直しが必要になると予想されます。

拡　充 現状維持 縮　小 廃　止

事業内容の変更 実施方法の変更
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